
産前産後の国民年金保険料免除（国民年金第 1号被保険者）
　次世代育成支援のため、国民年金第 1号被保険者※が出産

した場合、産前産後の国民年金保険料が一定期間免除されます。
※�国民年金第 1号被保険者とは、国内に住む 20 歳以上 60 歳未満の自
営業者、農業・漁業者、学生、無職の人とその配偶者（厚生年金被保険者、
共済組合などの加入者、第 3号被保険者を除く）

対象　�国民年金第 1号被保険者で平成 31 年 2月 1日以降に
出産した人（任意加入被保険者は除く）

期間　生まれた子どもが
　　　１人の場合　出産（予定月）の前月から 4カ月間
　　　複数の場合　出産（予定月）の 3カ月前から 6カ月間
内容　・�免除期間も保険料を納付したものとして、老齢基礎

年金の受給額に反映

　　　・産前産後期間でも付加保険料が納付可（月額 400 円）

　　　・免除期間の保険料を前納している場合、全額返金

届け出について

届け出できる期間
　出産予定日の 6カ月前から

　※速やかに届け出てください。

必要なもの
　・�来庁者の本人確認書類

　　（免許証・マイナンバーカードなど）

　・出産予定日が確認できる書類

　　（母子健康手帳など）

問 健康保険課 保険年金係　 ☎286 ‐ 3113

　 熊本東年金事務所　　　  ☎367 - 8144

令和 7年度会計年度任用職員登録募集（幼稚園事務）
　町は、4月から益城幼稚園で働く会計年度

任用職員※を募集しており、任用を希望する人

の登録を受け付けています。

※ �1会計年度（4月 1日から翌 3月 31日まで）

内の任期で任用される非常勤の地方公務員

業務内容　　��益城幼稚園の事務
勤務形態　　月 15日程度　月曜日～金曜日
　　　　　　午前 8時 30分～午後 3時 30分

募集人数　　1人
報酬（時給）　1,127 円（令和 7年度の予定額）

登録方法
　「会計年度任用職員登録申込書」に必要事項を記入し、

顔写真を貼り付けて下記へ。申込書は、町ホームページ、

役場こども未来課・益城幼稚園で入手できます。

提出先　　益城幼稚園（木山 589）
受付期限　2月 26日（水）　

　登録者の中から書類選考を行った後、2月末に面接の

案内を行います。この面接選考を経て任用を決定します。
問 益城幼稚園　☎ 286 ‐ 2787

地域共生センター予約受け付け開始
　令和 7年 4月に供用を開始する「益城町地域共生センター」

の町内予約受け付けを開始します。

期日　�　2月 3日（月）午前 8時 30分から
場所　　3月 31日（月）まで　生涯学習課
　　　　4月 1日（火）から　 地域共生センター

対象　　町内在住・在勤・在学の人
その他　・町外予約は 3月 3日（月）から受け付けます。
　　　　・�公民館分館（飯野・福田・津森）の予約も 4月 1日

以降、地域共生センターで受け付けます。

使用料（1時間）

施設区分 施設使用料 冷暖房使用料

研修室
（1、2、3、4それぞれ） 200 円 200 円

調理室 200 円 200 円

和室（1、2それぞれ） 100 円 100 円

多目的ホール 800 円 600 円
問 生涯学習課 生涯学習係（役場 1階 10番窓口）　☎ 286 ‐ 3337

対象者　　�町内在住で日本国籍を有し、令和 7年度
に満 18歳、21歳、22歳になる人

申し込み　�「除外申請書」に必要事項を記入の上、持
参か郵送で総務課へ。本人以外が申請す

る場合は委任状が必要です。
問 情報提供について　住民課 住民係　☎ 286 ‐ 3112

　 除外申請について　総務課 行政係　☎ 286 ‐ 3111

自衛官募集に係る対象者の情報提供
　町は自衛官と自衛官候補生の募集について、法

定受託事務として自衛隊に協力しており、年度

ごとに 18歳、21歳、22歳になる人の情報（氏名・

住所・生年月日・性別）を自衛隊に提供しています。

　情報の提供を望まない人は、自衛

隊に提供する情報から除外しますの

で「除外申請書」を提出してください。

対象団体　�代表者の住民登録が町にあり、福祉活動の振興のた
めに町内で活動する団体（他にも一定の要件あり）

対象事業　�ボランティア活動を促進する事業／高齢者の保健福
祉を増進する事業／障がい者の社会参加と自立を促

進する事業／児童福祉や母子福祉の向上を図る事業

／その他地域福祉を増進する事業

助成金額　・対象経費の 4分の 3（上限 50万円）
　　　　　・�対象経費が 4万円を超えない事業は、3万円を限

度として対象経費の全額

　　　　　※予算の範囲内で交付

令和 7年度地域福祉基金助成金の申請受け付け開始
　町では、民間団体や住民組織の自主的

な福祉活動などの振興を図るため、「地

域福祉基金助成金」の交付申請を受け付

けます。

　要件や申請方法など詳し

くは、町ホームページで確

認するか、福祉課 地域福祉

係にお問い合わせください。
問 福祉課 地域福祉係　☎ 234 ‐ 6113

地域福祉基金助成金の概要

申請受付期間

2 月 3日（月）～ 3月 31日（月）

問 役場都市計画課 都市計画係　☎ 286 ‐ 3340

 　県建築課　☎ 333 ‐ 2542

盛土規制法に基づく手続き
　県では、４月１日から盛土規制法の運用が始まり、

一定規模以上の盛り土や切り土、土砂の仮置きなどを

する場合、事前に許可・届出の手続きが必要となります。　

　また、盛り土などによる災害から人命を守るために、

県全域を原則規制区域に指定し、規制区域を県ホーム

ページで公開する予定です。盛り土などが行われてい

る土地の所有者、管理者、占有者は、土地の安全管理

に努めてください。

許可・届出が必要な行為

・�一定規模以上の住宅や駐車場、資材置き場などの盛り

土・切り土の工事

・土砂の採取・搬入・処分など上記工事に関連する行為

※法の運用開始前までに工事が完了する場合は不要

現在着手している工事の手続き

　法の運用開始前に造成工事に着手し、運用開始

以降も継続して行う盛り土・切り土工事や土砂の

仮置きは、工事内容の届出が必要です。

届出期間　４月１日（火）～ 22日（火）
届出先　　県建築課

県ホームページ▶

施設の詳細は
ホームページへ
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